
五

公
営
企
業
の
廃
止
に
要
す
る
経
費
の
財
源
に
充
て
る
た
め
平
成
二
十
五
年
度
ま
で
に
借

り
入
れ
た
も
の

五

公
営
企
業
の
廃
止
に
要
す
る
経
費
の
財
源
に
充
て
る
た
め
平
成
二
十
五
年
度
ま
で
に
借

り
入
れ
た
も
の

六

次
の
算
式
に
よ
つ
て
算
定
し
た
額
（
当
該
額
が
負
数
と
な
る
と
き
は
零
と
し
、
第
三
セ

ク
タ
ー
等
改
革
推
進
債
（
公
営
企
業
の
廃
止
に
要
す
る
経
費
の
財
源
に
充
て
る
た
め
平
成

二
十
六
年
度
以
降
に
借
り
入
れ
る
も
の
に
限
る
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。）に
係
る

当
該
年
度
に
お
け
る
利
子
支
払
額
に
〇
・
五
を
乗
じ
て
得
た
額
を
上
限
と
す
る
。）（
た
だ

し
、
平
成
二
十
九
年
度
の
実
質
公
債
費
比
率
が
十
一
・
九
パ
ー
セ
ン
ト
未
満
又
は
平
成
二

十
九
年
度
の
将
来
負
担
比
率
が
百
七
十
三
・
四
パ
ー
セ
ン
ト
未
満
で
あ
る
道
府
県
に
あ
つ

て
は
零
と
す
る
。）

六

次
の
算
式
に
よ
つ
て
算
定
し
た
額
（
当
該
額
が
負
数
と
な
る
と
き
は
零
と
し
、
第
三
セ

ク
タ
ー
等
改
革
推
進
債
（
公
営
企
業
の
廃
止
に
要
す
る
経
費
の
財
源
に
充
て
る
た
め
平
成

二
十
六
年
度
以
降
に
借
り
入
れ
る
も
の
に
限
る
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。）に
係
る

当
該
年
度
に
お
け
る
利
子
支
払
額
に
〇
・
五
を
乗
じ
て
得
た
額
を
上
限
と
す
る
。）（
た
だ

し
、
平
成
二
十
八
年
度
の
実
質
公
債
費
比
率
が
十
二
・
七
パ
ー
セ
ン
ト
未
満
又
は
平
成
二

十
八
年
度
の
将
来
負
担
比
率
が
百
七
十
五
・
六
パ
ー
セ
ン
ト
未
満
で
あ
る
道
府
県
に
あ
つ

て
は
零
と
す
る
。）

算
式

算
式

（
Ａ
－
Ｂ
×
01）

×
Ｃ
×
05

（
Ａ
－
Ｂ
×
01）

×
Ｃ
×
05

算
式
の
符
号

算
式
の
符
号

Ａ
第
三
セ
ク
タ
ー
等
改
革
推
進
債
の
当
該
年
度
末
に
お
け
る
残
高
の
見
込
額

Ａ
第
三
セ
ク
タ
ー
等
改
革
推
進
債
の
当
該
年
度
末
に
お
け
る
残
高
の
見
込
額

Ｂ
地
方
財
政
法
施
行
令
（
昭
和
23年

政
令
第
267号

）
第
13条

の
規
定
に
よ
つ
て
算

定
し
た
当
該
道
府
県
の
標
準
財
政
規
模
の
額

Ｂ
地
方
財
政
法
施
行
令
（
昭
和
23年

政
令
第
267号

）
第
13条

の
規
定
に
よ
つ
て
算

定
し
た
当
該
道
府
県
の
標
準
財
政
規
模
の
額

Ｃ
当
該
第
三
セ
ク
タ
ー
等
改
革
推
進
債
の
年
利
率
（
当
該
率
が
４
％
を
超
え
る
と
き

は
、
４
％
と
す
る
。）

Ｃ
当
該
第
三
セ
ク
タ
ー
等
改
革
推
進
債
の
年
利
率
（
当
該
率
が
４
％
を
超
え
る
と
き

は
、
４
％
と
す
る
。）

四
十
九

被
災

地
域
の
応
援

等
に
要
す
る

経
費
が
あ
る

こ
と
。

当
該
年
度
の
十
月
三
十
一
日
ま
で
に
発
生
し
た
災
害
に
よ
り
被
害
を
受
け
た
都
道
府
県
又

は
市
町
村
の
要
請
等
に
よ
り
行
つ
た
被
災
地
域
の
応
援
等
に
要
し
た
経
費
の
う
ち
特
別
交
付

税
の
算
定
の
基
礎
と
す
べ
き
も
の
と
し
て
総
務
大
臣
が
調
査
し
た
額
に
〇
・
八
を
乗
じ
て
得

た
額
と
す
る
。

四
十
九

被
災

地
域
の
応
援

等
に
要
す
る

経
費
が
あ
る

こ
と
。

当
該
年
度
の
十
月
三
十
一
日
ま
で
に
発
生
し
た
災
害
に
よ
り
被
害
を
受
け
た
都
道
府
県
又

は
市
町
村
の
要
請
等
に
よ
り
行
つ
た
被
災
地
域
の
応
援
等
に
要
し
た
経
費
に
つ
い
て
、
次
の

各
号
に
よ
つ
て
算
定
し
た
額
の
う
ち
い
ず
れ
か
少
な
い
額
（
次
の
各
号
に
よ
つ
て
算
定
し
た

額
が
被
災
地
域
の
応
援
等
に
要
す
る
経
費
と
し
て
総
務
大
臣
が
調
査
し
た
額
に
〇
・
五
を
乗

じ
て
得
た
額
よ
り
小
さ
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
総
務
大
臣
が
調
査
し
た
額
に
〇
・
五
を

乗
じ
て
得
た
額
）
と
す
る
。

﹇
削
る
﹈

一

次
の
算
式
に
よ
つ
て
算
定
し
た
額

算
式Ａ
×
（
15521円

＋
Ｂ
）
＋
Ｃ
×
（
12747円

＋
Ｂ
）
＋
（
Ｄ
×
443円

）
＋
（
Ｅ
×

175円
）
＋
（
Ｆ
×
05）

算
式
の
符
号

Ａ
被
災
地
の
救
助
活
動
等
の
応
援
に
出
動
し
た
道
府
県
の
消
防
職
員
の
延
べ
出
動
日

数
と
し
て
総
務
大
臣
が
調
査
し
た
数

Ｂ
当
該
道
府
県
の
道
府
県
庁
所
在
地
か
ら
災
害
に
よ
り
被
害
を
受
け
た
都
道
府
県
の

都
道
府
県
庁
所
在
地
ま
で
の
往
復
交
通
費
と
し
て
総
務
大
臣
が
調
査
し
た
額
に
三
分

の
一
を
乗
じ
て
得
た
額

Ｃ
被
災
地
の
応
急
措
置
等
に
従
事
し
た
消
防
職
員
以
外
の
道
府
県
の
職
員
の
延
べ
従

事
日
数
と
し
て
総
務
大
臣
が
調
査
し
た
数

Ｄ
道
府
県
が
受
け
入
れ
た
被
災
者
の
当
該
道
府
県
の
施
設
等
に
お
け
る
延
べ
滞
在
日

数
（
人
日
）
と
し
て
総
務
大
臣
が
調
査
し
た
数

Ｅ
被
災
地
か
ら
転
入
し
た
児
童
及
び
生
徒
の
延
べ
在
籍
日
数
と
し
て
総
務
大
臣
が
調

査
し
た
数

Ｆ
災
害
に
係
る
派
遣
職
員
に
付
随
す
る
物
資
の
応
援
そ
の
他
の
経
費
と
し
て
総
務
大

臣
が
調
査
し
た
額

﹇
削
る
﹈

二

被
災
地
域
の
応
援
等
に
要
す
る
経
費
と
し
て
総
務
大
臣
が
調
査
し
た
額
に
〇
・
八
を
乗

じ
て
得
た
額
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